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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 995,4651,271,6671,430,4402,120,6382,720,066

経常利益又は経常損失（△）（千円） △53,622 31,003103,340△83,863107,086

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失（△）（千円）
△50,555 28,428 91,493△77,756121,767

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － － － －

資本金（千円） 897,498897,49890,000897,498897,498

発行済株式総数（株） 8,353,6458,353,6458,284,7018,353,6458,353,645

純資産額（千円） 562,218563,656747,975536,532658,257

総資産額（千円） 2,574,5032,851,3453,071,7352,890,0723,059,260

１株当たり純資産額（円） 67.82 68.01 90.28 64.74 79.45

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり中間（当期）純損失金額（△）

（円）

△6.10 3.43 11.04 △9.38 14.69

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 21.84 19.77 24.35 18.56 21.52

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
92,319△59,404135,62927,994 66,893

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△2,610 △382 △10,128 23,510△5,574

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△59,901△111,688△106,055180,241△238,715

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円）
417,575448,040461,565619,515442,118

従業員数 82 74 74 79 74

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社が存在していないため記載しておりませ

ん。

４．第94期第2四半期累計期間、第95期中及び第94期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第93期第2四半期累計期間及び第93期の潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

５．第93期中及び第94期中においては、四半期報告書を提出しているため、中間会計期間に代えて第２四半期累

計期間について記載しております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　平成24年４月１日にトーヨーカネツ株式会社と株式交換を実施し同社の完全子会社となり、議決権の被所有割合は

100.00％となっております。

　

４【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

 平成24年９月30日現在

従業員数（人） 74

　

セグメントの名称 従業員数（人）

ウインチ 30

コンベヤ 3

バランサ 31

ロボット 5

全社（共通） 5

合計 74

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2) 労働組合の状況

当社の従業員は労働組合を結成しておりません。なお、労使関係は安定しております。 
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要やエコカー補助金等の各種政策効果により緩や

かな回復傾向にありましたが、長期化する超円高やデフレ基調などのリスクに加え、世界経済減速の動きを受けて

輸出が減少し、鉱工業生産指数が３カ月連続で前月比マイナスに転じるなど生産が落ち込み、先行き予断を許さな

い状況で推移しました。

当社を取り巻く事業環境としまして、ウインチ製品においては、主要ユーザーでありますレンタル業界の買い替

え需要が一巡したこと、また建設関連業界におきましては建設投資の減少に伴う受注競争の激化に加え労務単価の

著しい上昇により、以前にも増して経営環境が悪化していることなどから、厳しい状況が続いております。

一方、バランサ製品においては、主要ユーザーであります自動車・IT関連産業をはじめとした幅広い業種で、円高

に伴う海外生産へのシフトが加速し、国内設備投資意欲が減退するなど、依然として厳しい受注環境が続きました。

このような情勢のもと、当社は①本格的な復興需要に対する支援、②海外展開の促進、③グループシナジーの実現

の３点を重点施策として掲げ、期初より全社を挙げて取り組んで参りました。

具体的な成果としまして、復興需要については、福島県産米の米袋の放射性物質による汚染の度合を測る全袋検

査の工程に助力装置としてバランサが採用され、工場の全機能を結集して集中生産を行い、８月からの検査開始に

間に合うよう福島県の各農協等にバランサを納入しました。

海外展開については、東南アジア市場に向けてバランサ事業を主体に推進中ですが、代理店の協力のもと上海国

際工作見本市など展示会へ出展するとともに、タイ、マレーシア、インドネシア市場における販売代理店の育成及び

連携強化に努めました。

また、グループシナジーについては、親会社トーヨーカネツ㈱経由にて火力発電所向けのジブクレーンを納入い

たしました。

以上の結果、当中間会計期間の売上高は1,430百万円（前年同期比12.5％増）となり、営業利益は112百万円（前

年同期比171.3％増）、経常利益は103百万円（前年同期比233.3％増）、中間純利益は91百万円（前年同期比

221.8％増）となりました。

当中間期におけるセグメントの業績は次のとおりであります。

（ウインチ）

売上高につきましては、火力発電所向けジブクレーンやアスファルトプラント向けのマイティ・プラーの売上

が増加し、太陽光発電用パネル向けの荷揚機「パネルボーイ」は引き続き堅調に推移しましたが、前期に東日本

大震災の復旧・復興工事により大きく伸びた瓦・屋根材荷揚げ用の荷揚機の売上高が減少したこと、また広域レ

ンタル業界の買い替え需要も一巡したことによりベビーホイストの売上が低調に推移した結果、売上高は757百

万円（前年同期比1.4%増）に止まりました。

損益面では、一部受注採算の厳しい物件の売上が計上されたことにより売上総利益率は前期比0.7ポイント悪

化し、営業利益は98百万円（前年同期比5.6%減）となりました。

（コンベヤ）

自転車駐輪場向け「サイクルベヤ」が上半期は端境期に当たり低調に推移したほか、倉庫内の物流用のコンベ

ヤなど汎用品についても低調であったことから、売上高81百万円（前年同期比27.8%減）、営業利益4百万円（前

年同期比62.0%減）となりました。

（バランサ）

売上高は、長期化する円高や欧州経済並びに新興国の経済の減速などの影響を受け、国内設備投資意欲が減退

し、製造業の海外への工場移転が加速化するなど、引き続き厳しい受注環境下でしたが、福島県産の米袋の放射性

物質を測る全袋検査の実施に伴い、検査工程の助力装置として使用される袋移載用エアバランサをまとまった台

数納入できた結果、売上高は532百万円（前年同期比55.7%増）となりました。損益面では、上記の袋移載用エアバ

ランサの量産により生産効率が向上し、売上総利益率は6.6ポイント改善し、営業利益は90百万円（前年同期比

506.9％増）となりました。

（ロボット）

物流業界の設備投資意欲は依然低調であり、改造やメンテナンスサービス中心の売上で推移した結果、売上高

は58百万円（前年同期比15.9%減）、営業損失は5百万円（前年同期は6百万円の営業損失）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末に比べ19百万円増加

し、461百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は、135百万円（前年同期は59百万円の減少）となりました。主な要因は、たな卸

資産の増加63百万円、前受金の減少24百万円等の資金減少要因がありましたが、税引前中間純利益103百万円、仕

入債務の増加69百万円、売上債権の減少40百万円等により資金が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、10百万円（前年同期は0百万円の減少）となりました。主な要因は、有形固定

資産の取得による支出9百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果減少した資金は、106百万円（前年同期は111百万円の減少）となりました。主な要因は、長期借

入金の約定返済45百万円、関係会社長期借入金の約定返済60百万円によるものであります。

　

※　前年同期においては四半期報告書を提出しているため、前年同期との比較は前第2四半期累計期間と比較しており

ます。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当中間会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ウインチ 723,744 95.6

コンベヤ 81,537 72.8

バランサ 540,913 169.1

ロボット 55,159 91.6

合計 1,401,354 112.2

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前年同期においては四半期報告書を提出しているため、前年同期との比較は前第2四半期累計期間と比較し

ております。

 

(2) 受注状況

　当社は一部の受注生産を除き、見込生産を行っております。また、受注生産につきましては、同一品目において受注

生産と見込生産を行っており、区分して算出するのは困難なため、記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

　当中間会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ウインチ 757,683 101.4

コンベヤ 81,442 72.2

バランサ 532,876 155.7

ロボット 58,438 84.1

合計 1,430,440 112.5

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前年同期においては四半期報告書を提出しているため、前年同期との比較は前第2四半期累計期間と比較し

ております。　

４．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱山善 134,236 10.6 － －

（注）１．当中間会計期間の㈱山善については、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。

　２．前中間会計期間においては四半期報告書を提出しているため、中間会計期間に代えて第2四半期累計期間につい

て記載しております。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについて重要な変更はありません。

　

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

当中間会計期間における各セグメント別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

なお、当中間会計期間の研究開発費の総額は15百万円であります。

(1) ウインチ

ウインチに係る研究開発費は4百万円であります。

電動式ホイストの高機能化・高性能化

電動式ホイストの操作性や安全性の向上を図るため、無接点化基盤等の新機能を追加し、現在、開発中であり

ます。

　

(2) コンベヤ

コンベヤに係る研究開発費はありません。

(3) バランサ

バランサに係る研究開発費は10百万円であります。

①　電動式バランサの高機能化・高性能化

新電動バランサは昨年から出荷しておりますが、バランス機能の充実や遍荷重アタッチメントへの対応な

ど、高機能、高性能機種として、顧客の様々な用途に対応可能となりました。

　

②　エアーバランサ現行機の改善・改良

BMSシリーズやウルトラバラマンの改良検討を継続して行なっています。

(4) ロボット

ロボットに係る研究開発費は0百万円であります。

ティーチングボックスに使用していたタッチパネルユニット部品が、保守廃止部品になりましたので、他の代

替品に変更しました。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

当中間会計期間末における流動資産の残高は2,140百万円となり、前事業年度末に比べ17百万円増加いたしまし

た。増加した主な要因としましては、受取手形が117百万円、仕掛品が14百万円減少しましたが、現金及び預金が19百

万円、売掛金が76百万円、原材料及び貯蔵品が82百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（固定資産）

当中間会計期間末における固定資産の残高は931百万円となり、前事業年度末に比べ5百万円減少いたしました。

減少した主な要因としましては、投資その他の資産が5百万円減少したことによるものであります。

（流動負債）

当中間会計期間末における流動負債の残高は1,927百万円となり、前事業年度末に比べ20百万円増加いたしまし

た。増加した主な要因としましては、買掛金が53百万円、前受金が24百万円それぞれ減少しましたが、支払手形が123

百万円増加したことによるものであります。

（固定負債）

当中間会計期間末における固定負債の残高は395百万円となり、前事業年度末に比べ97百万円減少いたしました。

減少した主な要因としましては、長期借入金が45百万円、関係会社長期借入金が47百万円それぞれ減少したことに

よるものであります。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産の残高は747百万円となり、前事業年度末に比べ89百万円増加いたしました。増

加した主な要因は、中間純利益91百万円計上によるものであります。

　

(2) 当中間会計期間の経営成績の分析

当社の当中間会計期間の経営成績は、売上高1,430百万円（前年同期比12.5％増）、営業利益112百万円（前年同

期比171.3％増）、経常利益103百万円（前年同期比233.3％増）、中間純利益91百万円（前年同期比221.8％増）と

なりました。

売上高につきましては、ウインチの部門で、火力発電所向けのジブクレーンやアスファルトプラント向けのマイ

ティ・プラーの売上が増加しましたが、前期に東日本大震災の復旧・復興工事により好調であった瓦・屋根材荷揚

げ用の荷揚機の売上高が減少したこと、また広域レンタル業界の買い替え需要が一巡したことによりベビーホイス

トの売上が低調に推移した結果、売上高は757百万円（前年同期比1.4%増）に止まりました。

一方、バランサの部門は、長期化する円高や欧州や新興国の経済の減速などの影響を受け、国内設備投資意欲が減

退し、製造業の海外への工場移転が加速化するなど、引き続き厳しい状況で推移しましたが、福島県産の米袋の放射

性物質を測る全袋検査の実施に伴い、検査工程の助力装置として使用される袋移載用エアバランサをまとまった台

数納入できた結果、売上高は532百万円（前年同期比55.7%増）となりました。

以上の結果、売上高全体では、前年同期比158百万円増加し、1,430百万円となりました。

損益面につきましては、引き続き資材調達コストの引き下げ、諸経費の削減に努めたほか、売上増加により工場稼

働率が向上した結果、固定経費負担が軽減され、売上総利益率は前年同期比2.2ポイント改善し25.4%となり、売上総

利益は前年同期比69百万円増加し363百万円となりました。また、販売費及び一般管理費につきましては、変動経費

の圧縮に取り組んだ結果、前期比2百万円減少し251百万円に抑制できました。

以上の結果、営業利益段階では前期比71百万円改善し営業利益112百万円、経常利益段階では前期比72百万円改善

し経常利益103百万円、最終利益段階では63百万円改善し中間純利益91百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」

に記載しております。

(4) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析

該当事項はありません。

　

※　前年同期においては四半期報告書を提出しているため、前年同期との比較は前第2四半期累計期間と比較しており

ます。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資計画については、景気予測、投資効率等を総合的に勘案して、策定しております。

　なお、当中間会計期間末現在における重要な設備の新設、改修の予定はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年12月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,284,701 8,284,701 非上場　
単元株制度を

採用しておりません。

計 8,284,701 8,284,701 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年４月１日

（注１）
△68,9448,284,701－ 897,498 － －

平成24年６月28日

（注２）
－ 8,284,701△807,498 90,000 － －

　（注）１．自己株式の消却による減少であります。

２．会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トーヨーカネツ株式会社 東京都江東区東砂8丁目19番20号 8,284 100.00

計 － 8,284 100.00

　（注）所有株式数は、千株未満を切り捨てております。

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  8,284,701 8,284,701 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,284,701 － －

総株主の議決権 － 8,284,701 －

　

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

(2) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９

月30日まで）の中間財務諸表は作成しておりません。そのため、前中間会計期間との対比は行っておりません。

なお、参考として、前第2四半期会計期間末（平成23年９月30日）の四半期貸借対照表、前第2四半期累計期間

（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書を

「１ 中間財務諸表等」の「(2) その他」に記載しております。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 442,118 461,565

受取手形 ※4
 543,883

※4
 426,538

売掛金 497,377 574,073

商品及び製品 92,817 88,851

仕掛品 ※3
 41,694

※3
 27,226

原材料及び貯蔵品 464,839 547,098

前渡金 11,128 3,737

前払費用 9,028 8,536

その他 21,548 4,370

貸倒引当金 △1,537 △1,458

流動資産合計 2,122,897 2,140,537

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 126,621

※1, ※2
 128,262

構築物（純額） ※1, ※2
 2,256

※1, ※2
 2,165

機械及び装置（純額） ※2
 13,992

※2
 14,311

車両運搬具（純額） ※2
 82

※2
 69

工具、器具及び備品（純額） ※2
 5,175

※2
 4,656

土地 ※1
 723,755

※1
 723,755

リース資産（純額） ※2
 3,888

※2
 3,412

有形固定資産合計 875,774 876,634

無形固定資産

ソフトウエア 3,438 2,506

電話加入権 3,112 3,112

無形固定資産合計 6,551 5,619

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 18,657

※1
 16,193

出資金 30 30

破産更生債権等 25,578 25,535

その他 35,365 32,736

貸倒引当金 △25,594 △25,551

投資その他の資産合計 54,037 48,944

固定資産合計 936,362 931,197

資産合計 3,059,260 3,071,735
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※4
 522,519

※4
 645,559

買掛金 139,309 85,578

短期借入金 900,000 900,000

関係会社短期借入金 ※1
 2,472

※1
 2,417

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 91,000

※1
 91,000

1年内返済予定の関係会社長期借入金 ※1
 120,000

※1
 107,500

リース債務 999 999

未払金 1,000 －

未払費用 47,010 40,672

未払法人税等 9,242 11,973

未払消費税等 18,839 8,773

前受金 26,201 1,489

預り金 9,777 11,791

前受収益 210 210

賞与引当金 19,000 20,000

流動負債合計 1,907,583 1,927,965

固定負債

長期借入金 ※1
 240,750

※1
 195,250

関係会社長期借入金 ※1
 47,500 －

リース債務 3,082 2,582

繰延税金負債 2,178 1,198

退職給付引当金 197,148 194,002

資産除去債務 2,360 2,360

その他 400 400

固定負債合計 493,419 395,794

負債合計 2,401,003 2,323,760

純資産の部

株主資本

資本金 897,498 90,000

資本剰余金

その他資本剰余金 － 564,317

資本剰余金合計 － 564,317

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △234,390 91,493

利益剰余金合計 △234,390 91,493

自己株式 △8,790 －

株主資本合計 654,317 745,810

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,940 2,164

評価・換算差額等合計 3,940 2,164

純資産合計 658,257 747,975

負債純資産合計 3,059,260 3,071,735
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 1,430,440

売上原価 1,066,857

売上総利益 363,583

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 2,549

広告宣伝費 9,859

役員報酬 27,180

給料及び手当 94,262

賞与引当金繰入額 9,066

法定福利費 17,771

退職給付費用 6,240

旅費及び交通費 31,819

支払手数料 17,038

事務委託費 3,000

減価償却費 2,453

その他の経費 29,779

販売費及び一般管理費合計 251,019

営業利益 112,563

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 256

受取賃貸料 2,529

保険配当金 3,605

その他 814

営業外収益合計 7,214

営業外費用

支払利息 12,774

売上割引 1,752

その他 1,911

営業外費用合計 16,438

経常利益 103,340

特別利益

固定資産売却益 135

特別利益合計 135

特別損失

固定資産除却損 9

特別損失合計 9

税引前中間純利益 103,466

法人税、住民税及び事業税 11,973

法人税等合計 11,973

中間純利益 91,493
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 897,498

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 △807,498

当中間期変動額合計 △807,498

当中間期末残高 90,000

資本剰余金

その他資本剰余金

当期首残高 －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 807,498

欠損填補 △234,390

自己株式の消却 △8,790

当中間期変動額合計 564,317

当中間期末残高 564,317

資本剰余金合計

当期首残高 －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 807,498

欠損填補 △234,390

自己株式の消却 △8,790

当中間期変動額合計 564,317

当中間期末残高 564,317

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △234,390

当中間期変動額

中間純利益 91,493

欠損填補 234,390

当中間期変動額合計 325,884

当中間期末残高 91,493

利益剰余金合計

当期首残高 △234,390

当中間期変動額

中間純利益 91,493

欠損填補 234,390

当中間期変動額合計 325,884

当中間期末残高 91,493
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

自己株式

当期首残高 △8,790

当中間期変動額

自己株式の消却 8,790

当中間期変動額合計 8,790

当中間期末残高 －

株主資本合計

当期首残高 654,317

当中間期変動額

中間純利益 91,493

当中間期変動額合計 91,493

当中間期末残高 745,810

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 3,940

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,775

当中間期変動額合計 △1,775

当中間期末残高 2,164

評価・換算差額等合計

当期首残高 3,940

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,775

当中間期変動額合計 △1,775

当中間期末残高 2,164

純資産合計

当期首残高 658,257

当中間期変動額

中間純利益 91,493

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,775

当中間期変動額合計 89,717

当中間期末残高 747,975
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 103,466

減価償却費 10,162

有形固定資産除却損 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △122

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,145

受取利息及び受取配当金 △264

支払利息 12,774

有形固定資産売却損益（△は益） △135

売上債権の増減額（△は増加） 40,649

たな卸資産の増減額（△は増加） △63,825

仕入債務の増減額（△は減少） 69,309

前受金の増減額（△は減少） △24,712

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,065

その他 19,587

小計 154,687

利息及び配当金の受取額 264

利息の支払額 △12,556

法人税等の支払額 △6,766

営業活動によるキャッシュ・フロー 135,629

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,585

有形固定資産の売却による収入 216

無形固定資産の取得による支出 △594

投資有価証券の取得による支出 △291

貸付金の回収による収入 126

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,128

財務活動によるキャッシュ・フロー

関係会社短期借入金の純増減額（△は減少） △55

長期借入金の返済による支出 △45,500

関係会社長期借入金の返済による支出 △60,000

リース債務の返済による支出 △499

財務活動によるキャッシュ・フロー △106,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19,446

現金及び現金同等物の期首残高 442,118

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 461,565
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。ただしロボット、バランサについては個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 原材料・仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　８～38年

機械装置及び運搬具　　　　３～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属する部分の金額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。

会計基準変更時差異（203,313千円）については、15年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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５．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1) 当中間会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(2) その他の工事

工事完成基準

６．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動に関して僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

７．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による当中間会計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当中間会計期間
（平成24年９月30日）

※１　担保に供している資産等は、次のとおりであります。

(1) 担保提供資産簿価

※１　担保に供している資産等は、次のとおりであります。

(1) 担保提供資産簿価

建物 125,776千円

構築物 2,256千円

土地 704,464千円

投資有価証券 4,686千円

計 837,184千円

建物 127,439千円

構築物 2,165千円

土地 704,464千円

投資有価証券 3,535千円

計 837,604千円

(2) 担保付債務 (2) 担保付債務

関係会社短期借入金 2,472千円

１年内返済予定の長期借入金 91,000千円

１年内返済予定の関係会社長

期借入金
120,000千円

長期借入金 240,750千円

関係会社長期借入金 47,500千円

計 501,722千円

関係会社短期借入金 2,417千円

１年内返済予定の長期借入金 91,000千円

１年内返済予定の関係会社長

期借入金
107,500千円

長期借入金 195,250千円

計 396,167千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は1,158,018千円であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は1,166,224千円であ

ります。

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産（仕掛

品）は、これに対応する工事損失引当金270千円を相

殺表示しております。

※４　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。なお、当期の末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

　受取手形           46,514千円

　支払手形          113,059千円

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産（仕掛

品）は、これに対応する工事損失引当金376千円を相

殺表示しております。

※４　中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

中間会計期間の末日が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。

受取手形　　　　　 40,435千円

支払手形　　　　　122,486千円

　

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

　減価償却実施額は次のとおりであります。

有形固定資産　　　　　　8,635千円

無形固定資産　　　　　　1,526千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 8,353,645 － 68,944 8,284,701

合計 8,353,645 － 68,944 8,284,701

自己株式     

普通株式 68,944 － 68,944 －

合計 68,944 － 68,944 －

 （注）発行済株式の減少及び自己株式の減少は自己株式の消却によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高は、中間貸借

対照表に掲記されている現金及び預金勘定でありま

す。
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、山梨事業所における生産設備であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のとおりで

あります。

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末（期末）残

高相当額

（単位：千円）

　
前事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 4,834 3,961 872

合計 4,834 3,961 872

　

（単位：千円）

 
当中間会計期間（平成24年９月30日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

車両運搬具 4,834 4,364 470

合計 4,834 4,364 470

　

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等

（単位：千円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）

当中間会計期間

（平成24年９月30日）

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 　 　

１年内 842 493

１年超 70 －

合計 913 493

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　　　　　（単位：千円）

　

当中間会計期間

（自　平成24年４月１日

至　平成24年９月30日）

支払リース料 426

減価償却費相当額 402

支払利息相当額 6
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(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものにかかる未経過リース料

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照くだ

さい。）。

前事業年度（平成24年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 442,118 442,118 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,041,260 1,041,260 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券

 

17,479

 

17,479

 

－

資産計 1,500,859 1,500,859 －

(1) 支払手形及び買掛金 661,828 661,828 －

(2) 未払費用 47,010 47,010 －

(3) 短期借入金 900,000 900,000 －

(4) 長期借入金（*1） 331,750 331,930 180

(5) 関係会社長期借入金（*2） 167,500 167,515 15

負債計 2,108,089 2,108,285 195

（*1）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（*2）１年内返済予定の関係会社長期借入金を含めております。

当中間会計期間（平成24年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 461,565 461,565 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,000,611 1,000,611 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券

 

15,015

 

15,015

 

－

資産計 1,477,192 1,477,192 －

(1) 支払手形及び買掛金 731,137 731,137 －

(2) 未払費用 40,672 40,672 －

(3) 短期借入金 900,000 900,000 －

(4) 長期借入金（*1） 286,250 288,688 2,438

(5) 関係会社長期借入金（*2） 107,500 107,505 4

負債計 2,065,560 2,068,003 2,442

（*1）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（*2）１年内返済予定の関係会社長期借入金を含めております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)未払費用並びに(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)長期借入金、(5)関係会社長期借入金

長期借入金及び関係会社長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方式によっております。

（注２）非上場株式（前事業年度貸借対照表計上額1,177千円、当中間会計期間中間貸借対照表計上額1,177千

円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

 

種　類

前事業年度

（平成24年３月31日）

当中間会計期間

（平成24年９月30日）

貸借対照
表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

中間貸借対
照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

中間貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の

(1) 株式 17,47911,3606,11814,23210,8263,405

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3) その他 － － － － － －

小　計 17,47911,3606,11814,23210,8263,405

中間貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの

(1) 株式 － － － 783 825 42

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3) その他 － － － － － －

小　計 － － － 783 825 42

合　計 17,47911,3606,11815,01511,6523,363

（注）非上場株式（前事業年度貸借対照表計上額1,177千円、当中間会計期間中間貸借対照表計上額1,177千

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（平成24年９月30日）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間貸借対照表（貸借対照表）に計上しているもの

当該資産除去債務の総額の増減 

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

当中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）　

期首残高 2,360千円 2,360千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円 －千円

時の経過による調整額 －千円 －千円

中間期末（期末）残高 2,360千円 2,360千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、各種の産業用資機材を生産・販売しており、製品区分別のセグメントから構成され、「ウイン

チ」、「コンベヤ」、「バランサ」及び「ロボット」の４つを報告セグメントとしております。

「ウインチ」は、多種多様な現場での荷揚げ作業を効率的に実現する製品・サービスを提供しておりま

す。「コンベヤ」は、作業現場の土砂、廃棄物などを効率的に速やかに搬送する製品・サービスを提供して

おります。「バランサ」は、生産、出荷、物流ラインでさまざまな形状・作業条件下で重量物の移載・搬送

を省力化する製品・サービスを提供しております。「ロボット」は、物流ラインで大量の搬送物のパレタ

イジング・ピッキング作業をスピーディーに処理する製品・サービスを提供しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）　　　　　　　　　　（単位：千円）

 ウインチ コンベヤ バランサ ロボット 合計

調整額
（注１）
（注２）
（注３）

財務諸表
計上額
（注４）

売上高        

外部顧客への

売上高
757,68381,442532,87658,4381,430,440－ 1,430,440

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 757,68381,442532,87658,4381,430,440－ 1,430,440

セグメント利益

又は損失（△）
98,0284,87590,361△5,920187,344△74,780112,563

セグメント資産 1,290,57848,588972,284165,4852,476,936594,7983,071,735

その他の項目

減価償却費

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

 

2,019

 

2,781

 

 

 0

 

－

 

 

739

 

213

 

 

36

 

－

 

 

2,796

 

2,994

 

 

7,366

 

6,590

 

 

10,162

 

9,585

 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△74,780千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。

２．セグメント資産の調整額594,798千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等であり

ます。

３．その他の項目の減価償却費の調整額7,366千円は全社費用に係る減価償却費であります。また、有

形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額6,590千円は、全社有形固定資産及び無形固定資

産であります。

４．セグメント利益又は損失は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 （単位：千円）

　 ウインチ コンベヤ バランサ ロボット 合計

外部顧客への売上高 757,683 81,442 532,876 58,438 1,430,440

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当中間会計期間

（平成24年９月30日）

１株当たり純資産額 79.45円 90.28円

　

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　
当中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 11円4銭

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（千円） 91,493

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 91,493

普通株式の期中平均株式数（株） 8,284,701

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（２）【その他】

前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日

まで）の中間財務諸表は作成していないため、以下に参考情報として前第２四半期会計期間末（平成23年９月30

日）の四半期貸借対照表、前第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の四半期損益

計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書を記載しております。
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１　四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

（単位：千円）

　
前第２四半期会計期間末

（平成23年９月30日）

資産の部 　

流動資産 　

現金及び預金 448,040

受取手形及び売掛金 841,590

商品及び製品 72,697

仕掛品 37,135

原材料及び貯蔵品 489,296

その他 17,464

貸倒引当金 △1,228

流動資産合計 1,904,996

固定資産 　

有形固定資産 　

建物（純額） 130,241

土地 723,755

その他（純額） 27,529

有形固定資産合計 881,527

無形固定資産 8,038

投資その他の資産  

投資有価証券 18,408

破産更生債権等 25,578

その他 38,396

貸倒引当金 △25,600

投資その他の資産合計 56,782

固定資産合計 946,348

資産合計 2,851,345
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（単位：千円）

　
前第２四半期会計期間末

（平成23年９月30日）

負債の部 　

流動負債 　

支払手形及び買掛金 464,461

短期借入金 952,000

関係会社短期借入金 2,478

1年内返済予定の長期借入金 59,750

1年内返済予定の関係会社長期借入金 120,000

未払法人税等 5,179

賞与引当金 15,000

その他　 67,931

流動負債合計 1,686,801

固定負債 　

長期借入金 286,250　

関係会社長期借入金 107,500

退職給付引当金 199,155

資産除去債務 2,360

その他 5,621

固定負債合計 600,886

負債合計 2,287,688

純資産の部  

株主資本 　

資本金 897,498

利益剰余金 △327,730

自己株式 △8,518

株主資本合計 561,249

評価・換算差額等 　

その他有価証券評価差額金 2,407

評価・換算差額等合計 2,407

純資産合計 563,656

負債純資産合計 2,851,345
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(2) 四半期損益計算書

第２四半期累計期間

（単位：千円）

　

前第２四半期累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日）

売上高 1,271,667

売上原価 977,146

売上総利益 294,520

販売費及び一般管理費 ※ 253,029

営業利益 41,491

営業外収益 　

受取利息 34

受取配当金 177

受取賃貸料 2,727

保険配当金 3,429

その他 957

営業外収益合計 7,325

営業外費用 　

支払利息 15,044

その他 2,768

営業外費用合計 17,813

経常利益 31,003

特別利益  

投資有価証券売却益 792

特別利益合計 792

特別損失 　

固定資産除却損 5

特別損失合計 5

税引前四半期純利益 31,790

法人税、住民税及び事業税 3,362

法人税等合計 3,362

四半期純利益 28,428
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

　

前第２四半期累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　

税引前四半期純利益 31,790

減価償却費 11,382

有形固定資産除却損 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 130

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,724

受取利息及び受取配当金 △211

支払利息 15,044

雇用調整助成金収入 △565

売上債権の増減額（△は増加） △99,706

たな卸資産の増減額（△は増加） △43,697

仕入債務の増減額（△は減少） 33,822

未払消費税等の増減額（△は減少） 8,704

投資有価証券売却損益（△は益） △792

その他 △2,143

小計 △38,461

利息及び配当金の受取額 211

利息の支払額 △14,995　

雇用調整助成金の受取額 565

法人税等の支払額 △6,725

営業活動によるキャッシュ・フロー △59,404

投資活動によるキャッシュ・フロー 　

有形固定資産の取得による支出 △1,260

無形固定資産の取得による支出 △270

投資有価証券の取得による支出 △278

投資有価証券の売却による収入 1,232

貸付金の回収による収入 193

投資活動によるキャッシュ・フロー △382

財務活動によるキャッシュ・フロー 　

短期借入金の返済による支出 △98,000

関係会社短期借入金の純増減額（△は減少） 774

長期借入れによる収入 50,000

長期借入金の返済によ支出 △4,000

関係会社長期借入金の返済による支出 △60,000

自己株式の取得による支出 △46

リース債務の返済による支出 △416

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,688

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △171,475

現金及び現金同等物の期首残高 619,515

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 448,040
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注記事項

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 88,600千円

賞与引当金繰入 6,645千円

退職給付費用 6,636千円

貸倒引当金繰入 130千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　　（平成23年９月30日現在）

現金及び現金同等物の四半期末残高は、四半期貸借対

照表に掲記されている現金及び預金勘定であります。

 

（金融商品関係）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

前第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　
ウインチ コンベヤ バランサ ロボット 合計

調整額

（注１）

四半期損益

計算書計上

額（注２）　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高
747,025112,869342,29769,4741,271,667－ 1,271,667

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 747,025112,869342,29769,4741,271,667－ 1,271,667

セグメント利益

又は損失（△）
103,85612,84614,889△6,696124,895△83,40441,491

（注１）セグメント利益又は損失の調整額△83,404千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

△83,404千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（注２）セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円43銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 28,428

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 28,428

普通株式の期中平均株式数（株） 8,287,593

（注）前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第94期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月28日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成24年12月17日

トーヨーコーケン株式会社
 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福原　正三　　印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 菊地　哲　　印 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るトーヨーコーケン株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第95期事業年度の中間会計期間（平成24

年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損

なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及

び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、トーヨーコーケン株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成24年

４月１日から平成24年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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